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大阪、平８不46、平10.2.20 

 

命 令 書 

 

 申立人  全自交松原交通労働組合 

 

 被申立人 松原交通株式会社 

 

主  文 

被申立人は、申立人から平成８年８月８日付けで申入れのあった団体交渉に、

誠意をもって速やかに応じなければならない。 

 

理  由 

第１ 認定した事実 

１ 当事者 

⑴ 被申立人松原交通株式会社（以下「会社」という）は、肩書地に本社

を、大阪市東住吉区に営業所を置き、タクシー業を営む株式会社で、そ

の従業員数は本件審問終結時約160名である。 

⑵ 申立人全自交松原交通労働組合（以下「組合」という）は、会社の従

業員で組織する労働組合で、その組合員数は本件審問終結時４名である。 

⑶ 会社には、組合のほかに、申立外松原交通労働組合がある。 

２ 組合結成に至る経過について 

⑴ 昭和53年頃、全国自動車交通労働組合大阪地方連合会（以下「全自交」

という）を上部団体とする全自交松原交通労働組合（以下「旧組合」と

いう）が会社従業員により結成され、会社と旧組合との間でユニオン・

ショップ協定が締結された。 

⑵ 平成４年５月21日、旧組合と会社は、会社の賃金制度変更を契機とし

て制度政策協力金制度を設けることについて合意し、その旨の協定を締

結した。その結果、旧組合の活動資金の一部に充当することを目的とし

て、会社が同組合に対して、月間営業収入の0.5％相当額を支給すること

となった。 

⑶ 平成７年９月10日、旧組合は臨時大会を開催し、執行部から提案され

た全自交脱退の件について討議を行い、投票の結果、出席者約55名のう

ち約10名が反対したが、賛成多数で脱退を決定し、名称を松原交通労働

組合（以下「松交労組」という）に変更した。 

⑷ 平成７年９月11日、松交労組は会社に対し、旧組合が全自交から脱退

し、名称を変更して松交労組となった旨を文書で通知した。 

  松交労組と会社は、同日付けで、旧組合との労働協約、協定書、覚書

及び労使慣行については、松交労組が引き継ぐ旨を確認する協定を締結

した。 
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⑸ 平成７年９月25日、Ａ外５名は、全自交を脱退した松交労組の方針に

はついていけないとして、松交労組を脱退し、旧組合と同じ名称の申立

人組合を結成した。組合の執行委員長にはＡ（以下「Ａ委員長」という）

が就任した。 

⑹ 平成７年10月２日、組合は会社に対し、「組合は、正式に旧組合を引き

継ぎ、今後も全自交の運動方針どおり運動を展開する」旨の文書を提出

し、同時に組合役員名簿も提出した。 

  これに対し、会社は、同月21日、「従来の労使協定・協約は松交労組が

引き継ぐことを確認した。組合が引き継いだとは理解していない」旨を

組合に通知した。 

３ 本件申立てに至る経過について 

⑴ 平成７年10月27日、組合は会社に対し、「①組合事務所の設置、②組合

掲示板の設置、③0.5％の個人への返還」を内容とする要求書（以下「10.27

要求書」という）を提出した。 

  同年11月１日、10.27要求書に係る団体交渉（以下、団体交渉を「団交」

という）が開催された（以下、同日の団交を「11.1団交」という）。この

席上、会社は、①新たな組合事務所を設置する場所はない、②現在の組

合員数からみて、掲示板を設置する必要はない、③制度政策協力金の権

益は松交労組が承継しており、松交労組から脱退した組合の組合員への

支給は考えていない、として組合の要求をいずれも拒否した。 

  これに対し、組合は、組合事務所について、「宿直室を使用するか、又

は現在松交労組がその事務所として使用している建物を一日交代で使用

すること」を提案したが、会社は現実の問題としてそのような使用は不

可能である旨回答した。 

⑵ 平成８年３月22目、組合は会社に対し、全自交と連名の「全自交大阪

地連春闘統一要求書」等と併せて、12項目から成る同年度の「職場改善

要求書」を提出した。12項目のうちの３項目は10.27要求書と同一であっ

た。会社代表取締役Ｂ（以下「Ｂ社長」という）は、これらの要求書を

受け取る際に、制度政策協力金制度については同制度の趣旨から考える

と個人への支給は不適当であるとして、要求項目の「個人」と記載され

た文言の横に括弧書きで「組合」という文言を書き加えた。 

  その後、同年春闘の期間中、数回にわたり団交が開催されたが（以下、

同期間中の団交を「春闘時団交」という）、その交渉の中心は職場改善要

求項目中の制度政策協力金に関するものであった。しかし、会社の回答

は、基本的に11.1団交の際と同内容のものであった。 

  同年６月20日、春闘における労使交渉が決着し、組合と会社は、賃金

等の部分については同月12日に合意に至っていた松交労組と会社との協

定とほぼ同様の協定を締結したが、職場改善要求のうち10.27要求書と同

一の項目等の未解決部分については、継続交渉となった。 

⑶ 平成８年７月15日、組合は、「①制度政策協力金0.5％の組合への返還、
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②公休出勤の順番制、及び③公平な無線配車」を内容とする団交申入書

（以下「7.15申入書」といい、同申入書記載の要求項目を「7.15要求項

目」という）を会社に提出した。 

  7.15申入書において、組合は、Ｂ社長が前記⑵記載の要求書を受け取

る際、制度政策協力金の支給先として組合なら考えてもよい旨発言した

として、同協力金返還先を個人から組合に変更した。 

  なお、会社の公休出勤制度とは、乗務員に突発的な欠陥が発生した場

合、当日が公休である乗務員のうちあらかじめ出勤できる旨を届け出て

いた者の中から会社が乗務を命じる制度であり、公休出勤手当が支給さ

れるなどの理由により、公休出勤を希望する者は多い。 

⑷ 平成８年７月27日、午後１時30分から約２時間半にわたり、本社事務

所会議室において、組合と会社は、7.15申入書に係る団交を開催した（以

下、同日の団交を「7.27団交」という）。組合側からＡ委員長外組合員４

名が、会社側からＢ社長、会社取締役営業部長Ｃ（以下「Ｃ営業部長」

という）及び会社総務課長Ｄの３名が出席した。 

  この席上、組合が、公休出勤を申請している組合員にはこれを認めず、

アルバイトの乗務員を勤務させているとして、「労働基準局へ行って、こ

の件に関して労働基準法違反ではないのか調べてきます」と発言したこ

とに対し、Ｂ社長は、「けんかを売っているのか」と発言し、また、組合

が、「私たちの言っていることが間違いかどうか、次の交渉のときには、

上部団体の役員に来てもらって、団交したい」と発言したことに対し、

Ｂ社長は、「出るところへ出てもよい」と発言した。 

  また、制度政策協力金についての交渉中、労使の信頼関係とは何かに

ついて話題が及んだ際、Ｂ社長は、「すり寄ってくる犬はかわいいが、い

つほえてくるか分からない犬は警戒するし、こういう犬は、かわいくな

い」旨発言した。これに対し、組合は、自分たちが犬に例えられたとし

て反発した。 

  結局、会社は、7.15要求項目のうち、①の項目については、現在松交

労組が労働協約等の旧組合のすべての権利を承継しており、松交労組を

脱退した者が結成した組合との間には、何らの協定も締結されていない

ので、支給の義務はなく、また、組合から新たに協定締結の申入れがあ

ったとしても応じられない、②の項目については、現在の車両数に対し

て必要な乗務員の数は充足されており、偶発的な欠勤が生じた場合に限

られる公休出勤について交代制を実現することは不可能である、③の項

目については、各個人の配車回数のデータを示すまでもなく全く問題の

ない配車を行っている、として組合の要求をいずれも拒否した。 

⑸ 平成８年７月30日、Ａ委員長は、Ｂ社長が不在であったためＣ営業部

長に対し、「組合は7.15要求項目の今後の解決方法として、今後の団交は

全自交の役員に委譲して行うか、又は、第三者機関にあっせんを求め解

決するか、の二つの方法を考えており、会社側の判断を同年８月５日ま
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でに文書で回答するように要求する」旨の申入書（以下「7.30申入書」

という）を提出した。しかし、Ｃ営業部長は、7.30申入書に記載されて

いた「7.27団交の社長発言は、組合を犬扱いしており、会社は、組合を

松交労組と比べ明らかに差別扱いしている」旨の表現を見て、「これは正

しくないので自分は受け取れない。Ｂ社長に直接渡してほしい」と述べ、

同文書の受取を拒否した。 

  また、Ｃ営業部長は、7.15要求項目について、「既に団交の場で会社の

考え方は十分説明しており、組合の意見も十分に聞かせてもらった。会

社としては、もう団交を開く余地はないと考えている」旨述べた。 

  このため、組合は、7.30申入書を会社あてに送付したが、会社は、同

文書をＡ委員長宅に返送し、何ら回答を行わなかった。 

⑹ 平成８年８月８日、Ａ委員長、組合副執行委員長Ｅ及び組合書記長Ｆ

の３名（以下「組合三役」という）は、「7.30申入書に対する回答がなか

ったため、上部団体の役員を含む団交の開催を求める。同月26日までの

間で会社の都合の良い日程で団交を開催してほしい」旨の申入書をＣ営

業部長に提出し、7.15要求項目及び今後の労使関係について団交を申し

入れた（以下、同日の申入れを「8.8団交申入れ」という）。これに対し、

Ｃ営業部長は、Ｂ社長と電話で協議した後、「7.15要求項目については、

既に会社の方からそれぞれの内容について十分回答している。したがっ

て、もうこの件については交渉の余地はないものと理解しており、団交

は断る」と述べ、同文書の受取を拒否した。 

  そのため、組合三役は同文書を持ち帰り、後日、再度Ｂ社長の提出し

ようとしたが、同様に拒否されたので、結局、同文書を会社あてに配達

証明郵便で送付した。しかし、これに対する会社からの回答は一切なか

った。 

⑺ 平成８年９月３日、Ａ委員長から相談を受けた全自交は、同月９日か

ら30日までの間で会社側の都合の良い日程で団交を開催してほしい旨の

団交申入書を、会社あてに配達証明郵便で送付した（以下、同日の申入

れを「9.3団交申入れ」という）。団交議題には、7.15要求項目に加えて、

労働時間短縮の件及び規制緩和に向けての交通政策前進の件の２項目が

挙げられていた。しかし、会社は、これに対し何ら回答しなかった。 

  なお、本件審問終結に至るまで、会社は8.8団交申入れ及び9.3団交申

入れに応じていない。 

４ 請求する救済の内容 

  組合が請求する救済の内容の要旨は、次のとおりである。 

  8.8団交申入れ及び9.3団交申入れに応じること。 

第２ 判 断 

１ 当事者の主張要旨 

⑴ 組合は、次のとおり主張する。 

ア 会社は組合と団交で十分に話し合った旨主張するが、7.27団交にお
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ける会社の態度は、全自交に加盟する組合を嫌悪し、松交労組と意図

的に差別し、頭から組合要求を受け入れられないとする回答に終始し、

交渉途中で組合を犬扱いするなど、明らかに不誠実である。 

イ 会社は、7.27団交において不誠実な対応を行ったにもかかわらず、

7.15要求項目については既に話合いは終わっているので団交の必要は

ないとして、8.8団交申入れ及び9.3団交申入れによる団交開催を拒否

した。また、9.3団交申入れの要求項目である週40時間労働制への移

行や規制緩和に対する交通政策問題は緊急を要する課題であるにもか

かわらず、会社はこれを無視し続けている。これらはいずれも正当な

理由のない団交拒否であることは明白で、かかる会社の行為は不当労

働行為である。 

⑵ 会社は、次のとおり主張する。 

ア 現在の労使間における課題はあくまでも7.15要求項目の３項目であ

り、会社はこの件に関しては、11.1団交、春闘時団交に引き続き、7.27

団交においても２時間半にも及ぶ交渉をなし、諸般の事情を総合判断

した結果を組合に対し回答した。組合の要求を受け入れていないから

といって、団交における会社の対応が不誠実であるなどと非難される

いわれはない。労使間における団交も一種の取引である以上、いわゆ

る取引の自由が認められるのであって、労働組合がいつ、いかなる要

求を提出するかも自由であり、一方、使用者もどのように回答をする

かは自由であり、その回答内容は使用者の裁量の問題である。したが

って、会社が組合の要求に対し譲歩する義務まではなく、十分な討議

の後に双方の主張が対立し意見の一致を見ないため交渉打切りとなる

ことは不誠実団交とはいえない。 

  なお、労使の信頼関係とは何かについて話題が及んだ際のＢ社長の

発言は、言葉が通じない犬と人間でも愛情を持って接すれば、心情が

通じ合い、信頼関係が生まれてくるものだという意図で言ったもので

あり、比喩的説明にすぎない。 

イ 会社が8.8団交申入れ及び9.3団交申入れに応じていないのは、既に

7.27団交において前記ア記載のとおりの判断により団交を打ち切った

ためであり、また、現在の労使間における課題はあくまでも7.15要求

項目の３項目であるから、たとえ9.3団交申入れに追加項目があった

としても、その後団交を再開すべき事情の変更はないと判断したから

である。したがって、8.8団交申入れ及び9.3団交申入れに応じないか

らといって不当労働行為に該当するものではない。 

２ 不当労働行為の成否 

  組合が8.8団交申入れ及び9.3団交申入れに応じるように求めるのに対し、

会社は申し入れられた事項については既に7.27団交で協議が尽くされてお

り、団交に応じる義務はないと主張するので、以下検討する。 

⑴ まず、7.2団交における対応について検討する。 
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  団交において労働組合の要求に対し回答するに当たり、使用者はその

結論を示すだけでなく、必要に応じて資料等を提示するなどして、回答

の根拠等を具体的に説明するとともに、労働組合の要求に応じられない

場合には、その理由を十分に説明し、あるいは、対案を示すなど、誠意

をもって対応する義務がある。 

  そこで、7.27団交における7.15要求項目のそれぞれに対する会社の回

答についてみる。前記第１．３⑶認定のとおり、制度政策協力金につい

ては、組合は、この要求内容を従前の「個人への返還」から「組合への

返還」へと変更し、この変更後の要求内容の実現を求めていたものであ

るにもかかわらず、前記第１．３(4)認定のとおり、会社は、「組合から

新たに協定締結の申入れがあったとしても応じられない」と回答するの

みで、組合の要求に応じられない理由について何ら説明を行っていない。

また、公休出勤の順番制及び公平な無線配車については、7.27団交にお

いて初めて交渉された項目であるにもがかわらず、会社は、「偶発的な欠

勤が生じた場合に限られる公休出勤について交代制を実現することは不

可能である」、「データを示すまでもなく全く問題のない配車を行ってい

る」と、組合の要求を拒否する旨の回答のみを行ったことが認められる。 

  このように、7.27団交においては、会社は、組合の要求項目に対して

単に拒否する旨の回答をしただけで、制度政策協力金についての新たな

協定締結に応じられない理由の説明や、公休出勤及び無線配車に係る要

求についての具体的な資料、対案等の提示を何ら行っていない。加えて、

上記認定のとおり、組合の発言に対して、Ｂ社長が、「けんかを売ってい

るのか」、「出るところへ出てもよい」と発言したり、労使の信頼関係を

犬と人間の関係に例えた発言を巡って紛糾する事態が生じるなど、同団

交の状況は労使が交渉事項について十分な協議を尽くせるものであった

とはいい難い。 

  したがって、7.27団交においては、7.15要求項目について労使が真摯

に交渉し、十分協議が尽くされたとは認められず、この点における会社

の主張は認められない。 

⑵ 次に、8.8団交申入れ及び9.3団交申入れに対する会社の対応について

検討する。 

  前記第１．３⑸ないし⑺認定のとおり、会社は、①Ａ委員長が持参し

た7.15要求項目に係る交渉を求める7.30申入書の受取を拒否し、「もう団

交を開く余地はない」旨述べ、その後、同文書が会社に送付されてもそ

れをＡ委員長宅へ返送し、回答を一切しなかったこと、②再度行われた

8.8団交申入れについても、同様の対応を行ったこと、③7.15要求項目が

含まれていた9.3団交申入れに対しても、何ら回答を行わなかったこと、

④その結果、7.15要求項目を議題とする8.8団交申入れ及び9.3団交申入

れに係る団交は、本件審問終結に至るまで一切開催されていないこと、

が認められる。 
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  なお、9.3団交申入れは組合の上部団体である全自交名で提出されたも

のであるが、前記第１．３⑹及び⑺認定のとおり、会社が8.8団交申入れ

に応じなかったため、組合から協力、指導を求められた全自交が組合に

代わって申し入れた経過からして、9.3団交申入れは8.8団交申入れと一

連のものであり、8.8団交申入れを実現するための申入れであると判断さ

れる。 

⑶ 以上のとおりであるから、組合からなされた8.8団交申入れ及びこれを

実現するために全自交からなされた9.3団交申入れに対し、会社はこれを

正当な理由なく拒否しているものであり、かかる会社の行為は、労働組

合法第７条第２号に該当する不当労働行為である。 

３ 救済方法 

  組合は9.3団交申入れに対する救済をも求めるが、9.3団交申入れは8.8

団交申入れを実現するために行われたものであるから、主文のとおりとす

るのが相当である。 

  以上の事実認定及び判断に基づき、当委員会は、労働組合法第27条及び労

働委員会規則第43条により、主文のとおり命令する。 

  

 平成10年２月20日 

     大阪府地方労働委員会 

      会長 由良 数馬  ㊞ 

 


